
令和　６年度　施行

芽室町公共施設等再生可能エネルギー設備導入調査業務

（ 環境土木課 生活環境係）

公示用

作成日　令和　６年　７月　８日



項　　目 単　価 数　量 単　位 金　額 摘　要

候補施設現地調査費 1 式

電力デマンドデータおよび電気分析（26施設分）

技師・技術員 18 人/日

建築物耐荷重チェック（26施設分）

技師・技術員 14 人/日

導入施設選定リスト作成

技師・技術員 4 人/日

仮設計（26施設分　レイアウト・設備容量）

技師・技術員 48 人/日

電力需給試算

技師・技術員 18 人/日

設備導入に向けた補助金調査費用

技師・技術員 6 人/日

芽室町公共施設等再生可能エネルギー設備導入調査業務



項　　目 単　価 数　量 単　位 金　額 摘　要

事業スキームの検討・スケジュール作成

技師・技術員 10 人/日

事業性評価（LCOE試算・概算額試算）・経済波及効果の分析

技師・技術員 16 人/日

調査取りまとめ及び報告書作成

技師・技術員 20 人/日

打ち合わせ（４回） 1 式

小 計

再 計

消 費 税 10 ％

合 計

芽室町公共施設等再生可能エネルギー設備導入調査業務



芽室町公共施設等再生可能エネルギー設備導入調査業務委託 業務仕様書 

 

１ 業務名 

芽室町公共施設等再生可能エネルギー設備導入調査業務委託 

 

２ 目的 

本業務は、本町の２０５０年ゼロカーボンを見据え、公共施設への太陽光発電設備等の導

入を計画的・段階的に進めるための調査・分析を行うことを目的とする。 

 

３ 委託期間 

契約締結日から令和７年１月１５日（水）まで 

 

４ 委託金額 

円以内（消費税及び地方消費税を含む） 

 

５ 業務内容 

本業務は、「令和５年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素

実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」を活用することとしてい

るため、業務内容については、同交付規程等に基づく内容とし、概要は次のとおりとするが、

詳細はプロポーザルにより提案された企画提案書及び契約時の協議により決定する。 

（１）導入候補施設の選定 

本業務の対象施設は、別添資料のとおりとする。 

（２）導入候補施設の情報収集・現地調査の実施 

導入候補施設の情報収集・現地調査を実施し、考慮すべき地域特性、環境特性等の発電

設備導入に必要な情報の整理を行う。 

（３）導入案の検討  

導入候補施設について、以下の内容を調査検討し、導入案を作成する。 

 ①太陽光発電設備等の導入可能性の有無 

     ②太陽光発電設備等の導入に当たり生じる課題の整理 

  ③導入可能性の高い発電設備の負荷の調査、種類及び容量の検討 

  ④発電量、日射量、導入可能量、CO2削減量等の試算 

  ⑤導入設備の配置案の作成（余剰電力の状況によっては蓄電池の設置を検討） 

     ⑥導入設備を活用した採算性の見合う事業案の提案 

 ⑦設置、施工及びその他導入にかかる費用、収支及びランニングコストの費用対効果等

の概算額の試算  

（４）詳細調査を実施する施設の選定  

導入候補施設のうち、導入可能性のある施設を最大限選定する。 



（５）詳細調査実施施設における事業スキームの検討  

詳細調査を実施する施設で選定した詳細調査実施施設について、 以下の内容の調査

検討を実施する。  

①導入手法（ＰＰＡ事業、リース等）の検討 

②導入による地域経済・社会にもたらす効果等の分析 

③事業採算性の評価 

④事業化に向けたロードマップの作製 ・概略図作成 ・概算工事費算出 ・事業スキーム

の検討  

（６）打ち合わせ 

    ①業務全体にかかる打ち合わせは、業務着手から成果品納入まで計４回程度実施するも

のとする。ただし、臨時的な打ち合わせや調整は必要に応じて適宜実施するものとす

る。 

     ②実施方法は、原則、芽室町役場庁舎で対面とするが、状況に応じてオンラインでの打ち

合わせも可とする。 

（７）その他事項 

上記の業務のほか、委託金額の範囲内で、受注者の提案により本事業に有益と思われ

る事項がある場合に実施する。 

 

６ 個人情報の保護 

本業務により取得した個人情報については、個人情報保護法等関係法令に基づき取り扱

うこと。 

 

７ 再委託 

受託者は、本業務の全部又はその主たる部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わ

せてはならない。ただし、本業務の一部を第三者に委託する場合で、あらかじめ本町の承諾

を得たときは、この限りではない。なお、本町の承諾を得る場合は、再委託先ごとの業務内

容、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書面にて本町に申請しなけ

ればならない。 

 

８ 機密保持 

（１）受託者は業務の遂行による個人情報の取り扱いについては、個人情報保護法等関連法

令を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。 

（２）業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならず、かつ他の目的に使用してはならない。

契約終了後も同様とする。 

 

９ 資料の貸与 

本町は、本業務の遂行上必要な又は利用可能な資料で、本町が所有しているものについ



ては貸与する。この場合、受託者は貸与されたリストを作成して本町へ提出し、業務終了後、

速やかに返却するものとする。 

 

10 成果品 

（１）調査報告書：１部 

（２）調査報告書概要版：１部 

（３）調査報告書等の電子データ（ＣＤ－Ｒ等）：1枚 

（４）調査関連データ一式（ＣＤ－Ｒ等）：1 枚  

（５）その他町が必要と認め指定するもの 

 

11 その他 

（１）本業務の実施に当たっては、本町と必要十分な協議及び打ち合わせを行い、その指示に

従って業務を遂行すること。 

（２）本業務は、本仕様書に基づいて実施すること。ただし、予算の範囲内において、目的達

成のため、より効率的、効果的な意見等があれば提案すること。 

（３）本業務において使用する図表やデータ、画像等の著作権・仕様検討の権利は、受託者に

おいて使用許諾契約等の手続きを行うこと。なお、手続きの不備等により、著作権等の

権利を侵害した場合等は、その一切の責任を受託者が負うこととする。 

（４）町に提出された企画提案書等について、業務を受託した業者またはその著作者はその

内容の全部または一部を本町が無償で使用（複製、転記、転写または修正）することに

同意するものとする。 

（５）本業務における成果品及び中間生成物に関する一切の権利及び成果品の所有権、著作

権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条（翻訳権、翻案権等）及び第２８条（二次

的著作物の利用に関する原著作者の権利）に定められた権利を含む。）は、業務受渡し

た時点で、本町に帰属するものとする。また、成果品は、本町が公表する製作物等に自

由に使用できるものとし、受託者並びに著作者は、町及び町が指定する第三者に対して、

著作者人格権を行使しないものとする。 

（６）本仕様書及び実施要領等に定めのない事項については、本町と協議の上、決定する。  

 

 

本仕様書は、本町が本業務の実施に当たって必要と思われる内容を基準として示し

たものであり、必ずしも本仕様書に記載された内容に限られるものでありません。 

本事業は、「令和５年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地

域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」を活用

して実施するものでありますが、より効果的、効率的、経済的な手法や貴事業者の

判断で必要と思われる事項があれば、同補助金交付規程等の要件を逸脱しない範囲

で、積極的な提案をお願いいたします。 



【別添資料】 

 

No 施設名 所在地 

１ 保健福祉センター（あいあい21） 東４条４丁目５番地 

２ 芽室町浄水場 東３条南５丁目１番地 

３ 南平和浄水場 平和西15線 33番地９ 

４ 給食センター 東７条南３丁目１番地 

５ めむろ駅前プラザ（めむろーど） 本通１丁目19番地 

６ めむろステーションギャラリー 本通１丁目9番地 

７ 美生簡易水道浄水場 中美生４線29番地 

８ ふるさと歴史館 美生２線38番地15 

９ ふるさと交流センター 上美生４線32番地19 

10 上美生浄水場 上美生７線43番地４ 

11 上美生処理場 上美生３線30番地４ 

12 芽室町健康プラザ 西３条南６丁目１番地 

13 南地区コミュニティセンター 西２条南６丁目１番地 

14 東めむろ地区コミュニティセンター 東めむろ２条北１丁目４番地７ 

15 芽室小学校 東４条南２丁目１番地 

16 芽室西小学校 西３条６丁目２番地 

17 芽室南小学校 新生南６線25番地 

18 上美生小学校 上美生４線38番地 

19 芽室中学校 東６条南３丁目１番地 

20 芽室西中学校 芽室南２線30番地 

21 上美生中学校 上美生５線31番地５ 

22 芽室町総合体育館 東３条８丁目 

23 ひだまり保育所 新生南６線25番地１ 

24 めむろ子どもセンター 東４条南４丁目１番地 

25 めむろ西子どもセンター 西４条４丁目１番地 

26 西地区コミュニティセンター 西６条５丁目１番地 

 


